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（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 796,368 固定負債 132,315 
有形固定資産 756,205 地方債 110,392 
事業用資産 185,205 長期未払金 764 
土地 129,670 退職手当引当金 18,167 
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 169,138 その他 2,992 
建物減価償却累計額 △114,870 流動負債 15,903 
工作物 34,361 １年内償還予定地方債 9,992 
工作物減価償却累計額 △33,285 未払金 94 
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 1,647 
航空機 - 預り金 2,414 
航空機減価償却累計額 - その他 1,757 
その他 - 148,218 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 189 固定資産等形成分 809,179 

インフラ資産 565,113 余剰分（不足分） △138,902 
土地 484,499 
建物 2,962 
建物減価償却累計額 △2,286 
工作物 197,464 
工作物減価償却累計額 △118,907 
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 1,380 

物品 17,092 
物品減価償却累計額 △11,205 

無形固定資産 372 
ソフトウェア 257 
その他 115 

投資その他の資産 39,791 
投資及び出資金 25,285 
有価証券 249 
出資金 1,705 
その他 23,331 

投資損失引当金 -
長期延滞債権 1,814 
長期貸付金 63 
基金 12,862 
減債基金 25 
その他 12,837 

その他 -
徴収不能引当金 △233 

流動資産 22,127 
現金預金 8,299 
未収金 974 
短期貸付金 12 
基金 12,799 
財政調整基金 12,799 
減債基金 -

棚卸資産 44 
その他 -
徴収不能引当金 △2 670,276 

818,495 818,495 

一般会計等貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科 目 科 目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

1



（単位：百万円）
金 額

経常費用 133,911 
業務費用 68,575 
人件費 25,641 
職員給与費 22,541 
賞与等引当金繰入額 1,647 
退職手当引当金繰入額 917 
その他 536 

物件費等 41,135 
物件費 28,230 
維持補修費 3,871 
減価償却費 9,026 
その他 7 

その他の業務費用 1,799 
支払利息 641 
徴収不能引当金繰入額 207 
その他 950 

移転費用 65,337 
補助金等 13,448 
社会保障給付 42,790 
他会計への繰出金 9,087 
その他 12 

経常収益 5,714 
使用料及び手数料 3,146 
その他 2,568 

純経常行政コスト 128,197 
臨時損失 609 
災害復旧事業費 -
資産除売却損 29 
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 580 

臨時利益 16 
資産売却益 16 
その他 -

純行政コスト 128,790 

一般会計等行政コスト計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科 目
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（単位：百万円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 672,139 808,585 △136,447 
純行政コスト（△） △128,790 △128,790 
財源 127,893 127,893 
税収等 89,169 89,169 
国県等補助金 38,724 38,724 

本年度差額 △897 △897 
固定資産の変動（内部変動） 1,559 △1,559 
有形固定資産等の増加 15,456 △15,456 
有形固定資産等の減少 △17,359 17,359 
貸付金・基金等の増加 30,212 △30,212 
貸付金・基金等の減少 △26,749 26,749 

資産評価差額 - -
無償所管換等 △965 △965 
その他 - -
本年度純資産変動額 △1,862 594 △2,456 
本年度末純資産残高 670,276 809,179 △138,902 

一般会計等純資産変動計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科 目
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（単位：百万円）
金 額

【業務活動収支】
業務支出 125,062 
業務費用支出 59,683 
人件費支出 26,136 
物件費等支出 32,139 
支払利息支出 641 
その他の支出 766 

移転費用支出 65,380 
補助金等支出 13,448 
社会保障給付支出 42,790 
他会計への繰出支出 9,087 
その他の支出 56 

業務収入 131,595 
税収等収入 89,025 
国県等補助金収入 36,922 
使用料及び手数料収入 3,144 
その他の収入 2,504 

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 6,532 
【投資活動収支】
投資活動支出 10,410 
公共施設等整備費支出 6,319 
基金積立金支出 1,825 
投資及び出資金支出 2,151 
貸付金支出 115 
その他の支出 -

投資活動収入 2,339 
国県等補助金収入 1,802 
基金取崩収入 316 
貸付金元金回収収入 125 
資産売却収入 96 
その他の収入 -

投資活動収支 △8,071 
【財務活動収支】
財務活動支出 11,948 
地方債償還支出 9,887 
その他の支出 2,061 

財務活動収入 12,470 
地方債発行収入 12,470 
その他の収入 -

財務活動収支 521 
本年度資金収支額 △1,018 
一般財源等充当調整額 -
前年度末資金残高 6,903 
本年度末資金残高 5,885 

前年度末歳計外現金残高 2,358 
本年度歳計外現金増減額 56 
本年度末歳計外現金残高 2,414 
本年度末現金預金残高 8,299 

一般会計等資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科 目
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一般会計財務書類における注記

１．重要な会計方針

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価

② 出資金

ア 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による低価法

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建 物 ３年～５８年

工作物 ５年～６０年

物 品  ３年～２０年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③ リース資産

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

（５）引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

未収金については、過去３年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不

能見込額を計上しています。

長期延滞債権については、過去３年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、

徴収不能見込額を計上しています。

長期貸付金については、過去３年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴
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収不能見込額を計上しています。

② 退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

③ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（６）リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（７）資金収支計算書における資金の範囲

資金の対象範囲は、現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（松戸市資金運用方針において、

対象とする資金のうち、歳計現金及び歳入歳出外現金です。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する受払いを含んでいます。 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

物品については、取得価額又は見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合に資産として

計上しています。

また、ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

２．重要な後発事象

  該当ありません。

３．偶発債務

  該当ありません。

４．追加情報

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

① 対象範囲  一般会計

② 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

③ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。
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実質赤字比率  △ ６.４６％

連結実質赤字比率  △１８.５５％

実質公債費比率  １.０％ 
将来負担比率 ２.４％ 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  １０，６６９百万円

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 １，１２１百万円

（２）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア 範囲

平成３１年度予算において、計上している財産収入（不動産売払収入）……２６５百万円

イ 内訳

事業用資産  ２６５百万円（ ４３７百万円）

土地  ２６５百万円（ ４３７百万円）

建物    －百万円（   －百万円）

上記の予算計上額は不動産鑑定額によっています。（ ）書きは、貸借対照表における簿価を記

載しています。

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれ

ることが見込まれる金額   １０１，５８９百万円

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。

標準財政規模 ８６，６７０百万円

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  ９，２５４百万円

将来負担額   １８１，８２７百万円

充当可能基金額  ３１，８２２百万円

特定財源見込額  ３５，０８８百万円

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額  １１３，０４８百万円

④ 地方自治法第２３４ 条の３ に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

４，７４９百万円

⑤ 道路、河川及び水路の敷地の評価額

ア 「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」の原則的な評価基準及び評価方法によった場合の評

価額                  ０百万円

イ 貸借対照表に計上されている評価額   ３７９，０８７百万円

本市では基準モデルに基づいた評価基準及び評価方法によっており、アの金額とは差異が生じていま

す。

7



⑥ 建物のうち４，０５１百万円は、ＰＦＩ事業に係る資産が計上されています。

（３）純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

① 固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

② 余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

（４）資金収支計算書に係る事項

① 基礎的財政収支  ６１２百万円

② 既存の決算情報との関連性

収入（歳入） 支出（歳出）

歳入歳出決算書 １５３，３０６百万円 １４７，４２１百万円

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 －百万円 －百万円

繰越金に伴う差額 ６，９０３百万円 －百万円

資金収支計算書 １４６，４０３百万円 １４７，４２１百万円

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書

業務活動収支  ６，５３２ 百万円

投資活動収入の国県等補助金収入 １，８０２ 百万円

未収債権、未払債務等の増加（減少） ２，５７９ 百万円

減価償却費 △９，０２６ 百万円

賞与等引当金繰入額 △１，６４７ 百万円

退職手当引当金繰入額 △９１７ 百万円

徴収不能引当金繰入額  △２０７ 百万円

資産除売却損  △２９ 百万円

資産除売却益 １６ 百万円

純資産変動計算書の本年度差額 △８９７ 百万円

④ 重要な非資金取引

重要な非資金取引は以下のとおりです。

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額 １，４４８百万円
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１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細
①有形固定資産の明細

平成30年度決算　一般会計

単位：百万円

区分 前年度末残高　Ａ 本年度増加額　Ｂ 本年度減少額　Ｃ
本年度末残高
Ｄ＝Ａ＋Ｂ-Ｃ

本年度末
減価償却累計額　Ｅ

本年度償却額　Ｆ
差引本年度末残高

Ｇ＝Ｄ－Ｅ

事業用資産 331,327  5,915  3,883  333,360  148,155  3,049  185,205 

土地 131,461  124 1,915  129,670  -  -  129,670 

立木竹 -  -  -  -  -  -  - 

建物 163,681  5,504  47  169,138  114,870  2,988  54,269  

工作物 34,217  146 1  34,361  33,285  61  1,076  

船舶 -  -  -  -  -  -  - 

浮標等 -  -  -  -  -  -  - 

航空機 -  -  -  -  -  -  - 

その他 -  -  -  -  -  -  - 

建設仮勘定 1,968  141 1,919  189 -  -  189  

インフラ資産 683,429  5,665  2,789  686,306  121,193  3,759  565,113 

土地 484,041  801 342 484,499  -  -  484,499 

建物 2,774  189 1  2,962  2,286  31  676  

工作物 193,584  4,129  249 197,464  118,907  3,727  78,557  

その他 -  -  -  -  -  -  - 

建設仮勘定 3,030  547 2,196  1,380  -  -  1,380  

物品 16,008  1,190  106 17,092  11,205  1,976  5,887  

合計 1,030,765  12,771  6,778  1,036,758  280,552  8,783  756,205 
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１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細
②有形固定資産の行政目的別明細

平成30年度決算　一般会計

単位：百万円

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 11,664  122,213  8,730  21,156  444 6,068  14,929  185,205  

土地 6,287  88,538  5,943  15,839  264 2,056  10,743  129,670  

立木竹 - - - - - - - - 

建物 5,256  33,398  2,719  5,095  154 3,460  4,187  54,269  

工作物 111 220 68  103 26  548 0 1,076  

船舶 - - - - - - - - 

浮標等 - - - - - - - - 

航空機 - - - - - - - - 

その他 - - - - - - - - 

建設仮勘定 10  57  - 119 - 4 - 189 

インフラ資産 564,546  488 - 43  31  - 5 565,113  

土地 484,425  - - 43  31  - - 484,499  

建物 326 350 - 0 0 - - 676 

工作物 78,417  135 - - - - 5 78,557  

その他 - - - - - - - - 

建設仮勘定 1,378  3 - - - - - 1,380  

物品 573 2,572  41  142 0 796 1,763  5,887  

合計 576,783  125,273  8,771  21,342  475 6,864  16,698  756,205  
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１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細
③投資及び出資金の明細

平成30年度決算　一般会計

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの
単位：百万円

相手先名
出資金額（貸借対
照表計上額）　Ａ

資産　Ｂ 負債　Ｃ
純資産額
Ｄ＝Ｂ－Ｃ

資本金　Ｅ
出資割合（％）

Ｆ＝Ａ／Ｅ
実質価額
Ｇ＝Ｄ×Ｆ

投資損失引当
金計上額　Ｈ

（参考）財産に関
する調書記載額

水道事業 1,310 16,702 8,365 8,337 6,892 19.01% 1,585  -  -
病院事業 20,502 44,566 30,983 13,583 20,808 98.53% 13,384  -  -
下水道事業 1,519 152,587 129,084 23,502 21,677 7.01% 1,647  -  -
北千葉広域水道企業団 347 135,958 49,921 86,037 79,743 0.44% 374  - 347
松戸市文化振興財団 500 730 170 560 500 100.00% 560  - 500
松戸市国際交流協会 300 311 6 305 300 100.00% 305  - 300
松戸みどりと花の基金 401 505 5 500 470 85.36% 427  - 401

出資金　計 24,879 351,359 218,535 132,824 130,390 18,281 - 1,548

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの
単位：百万円

相手先名 出資金額　Ａ 資産　Ｂ 負債　Ｃ
純資産額
Ｄ＝Ｂ－Ｃ

資本金　Ｅ
出資割合（％）

Ｆ＝Ａ／Ｅ
実質価額
Ｇ＝Ｄ×Ｆ

強制評価減　Ｈ
貸借対照表計上

額　Ｉ＝Ａ－Ｈ
（参考）財産に関
する調書記載額

北総開発鉄道株式会社 83 99,441 81,574 17,867 24,900 0.33% 60 - 83  -
エム・シー・エス株式会社 3 1,003 343 660 30 10.00% 66 - 3  -
（株）ベイエフエム 3 3,305 402 2,903 800 0.32% 9 - 3  -
株式会社コアラテレビ 40 14,120 3,768 10,352 4,000 1.00% 104 - 40  -
（株）松戸メディカルラボラトリー 0 653 76 577 30 1.00% 6 - 0  -
千葉園芸プラスチック加工（株） 0 178 25 152 60 0.17% 0 - 0  -
成田高速鉄道アクセス（株） 120 26,162 10,610 15,553 19,008 0.63% 98 - 120  -

有価証券　計 249 144,862 96,799 48,063 48,828 343 - 249 -
千葉県農業信用基金協会 2 212,541 205,480 7,061 4,043 0.06% 4 - 2 2
千葉県信用保証協会 65 1,057,700 984,603 73,097 9,908 0.65% 479 - 65 65
千葉県畜産協会 0 3,186 129 3,057 122 0.07% 2 - 0 0
千葉県消防協会 1 170 2 169 109 1.12% 2 - 1 1
南台五光福祉協会 1 3,574 310 3,264 1,423 0.07% 2 - 1 1
千葉県文化振興財団 7 1,017 344 673 574 1.19% 8 - 7 7
ニューフィルハーモニーオーケストラ千葉 1 123 17 105 65 1.53% 2 - 1 1
リバーフロント整備センター 5 1,930 323 1,607 542 0.92% 15 - 5 5
ちば国際コンベンションビューロ 5 2,346 94 2,253 2,135 0.23% 5 - 5 5
千葉県暴力団追放県民会議 13 674 1 673 600 2.20% 15 - 13 13
（財）千葉ヘルス財団 8 563 1 562 559 1.46% 8 - 8 8
（財）千葉県建設技術センター 5 1,232 202 1,030 316 1.45% 15 - 5 5
（財）千葉県動物保護管理協会 4 283 0 282 280 1.59% 4 - 4 4
千葉県スポーツ振興基金 18 2,266 149 2,117 1,236 1.44% 31 - 18 18
地方公共団体金融機構 21 24,589,199 24,294,008 295,191 16,602 0.13% 373 - 21 21

出資金　計 157 25,876,804 25,485,664 391,140 38,516 965 - 157 157
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１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細
④基金の明細

平成30年度決算　一般会計

単位：百万円

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計（貸借対照表

計上額）
（参考）財産に関する

調書記載額
財政調整基金 12,799  -  -  -  12,799  12,799  
市債管理基金 25 -  -  -  25 25 
土地開発基金 2,820  -  1,980  -  4,800  4,800  
学童災害共済基金 -  -  -  -  -  -  
松本清児童福祉基金 38 -  -  -  38 38 
福祉基金 64 -  -  -  64 64 
美術品等取得基金 189  -  -  221  410  410  
松戸市営白井聖地公園基金 88 -  -  -  88 88 
文化施設建設基金 123  -  -  -  123  123  
松戸市平和基金 62 -  -  -  62 62 
松戸市職員退職手当基金 56 -  -  -  56 56 
高志教育振興基金 127  -  -  -  127  127  
松戸市安全で安心なまちづくり基金 113  -  -  -  113  113  
松戸市緑地保全基金 102  -  -  -  102  102  
松戸市協働のまちづくり基金 8  -  -  -  8  8  
松戸市立小学校及び中学校施設等
耐震改修基金

809  -  -  -  809  809  

松戸市病院施設整備基金 1,842  -  -  -  1,842  1,842  
スポーツ振興基金 28 -  -  -  28 28 
東日本大震災復興基金 0  -  -  -  0  0  
郷土遺産基金 82 -  -  -  82 82 
松戸市庁舎建設基金 4,085  -  -  -  4,085  4,085  

合計 23,461  -  1,980  221  25,661  25,661  
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１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細
⑤貸付金明細

平成30年度決算　一般会計

単位：百万円

貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上
地方公営企業 -  -  -  -  -  
一部事務組合・広域連合 -  -  -  -  -  
地方独立行政法人 -  -  -  -  -  
地方三公社 -  -  -  -  -  
第三セクター等 -  -  -  -  -  
その他の貸付金 63 -  12 -  75 

身体障害者住宅増改築買付金 -  -  -  -  -  
生活つなぎ資金貸付金 -  -  -  -  -  
災害援護貸付金 45 -  9  -  53 
高等学校入学貸付金 11 -  2  -  13 
保育士就職支援貸付金 6  -  -  -  6  
保育士養成修学資金貸付金 0  -  -  -  0  
高齢者住宅増改築貸付金 1  -  0  -  2  
国民年金任意加入資金貸付金 -  -  0  -  0  

合計 63 -  12 -  75 

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金 （参考）

貸付金合計額
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１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

平成30年度決算　一般会計

⑥長期延滞債権の明細
単位：百万円

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】
第三セクター等 -  -  
その他の貸付金 -  -  

小計 -  -  
【未収金】
税等未収金 930  127  

個人市民税（滞繰）普徴 88  41  
個人市民税（滞繰）特徴 299  7  
法人市民税（滞繰） 18  3  
固定資産税（滞繰）土地・家屋 378  59  
固定資産税（滞繰）償却資産 8  1  
軽自動車税（滞繰） 9  1  
都市計画税（滞繰） 62  12  
分負)　民)　老)　老人ホーム措置費負担金 0  -  
分負)　民)　児童運営費負担金　保育所 69  2  
分負)　民)　児童運営費負担金　こども発達センター 0  -  
分負)　民)　児）入院助産費補助金 0  -  

その他の未収金 884  106  
使手)　総務使用料)　行政財産目的外使用料 0  -  
使手)　衛生使用料)　白井聖地公園　管理料 0  0  
使手)　土木使用料)　未賦課使用料 1  -  
使手)　土木使用料)　住宅使用料 4  1  
使手)　衛生手数料)　し尿汲取手数料　人頭制（滞繰） 1  0  
使手)　衛生手数料)　し尿汲取手数料　従量制（滞繰） 1  0  
使手)　衛生手数料)　動物死体処分手数料 0  0  
使手)　衛生手数料)　粗大ごみ処分手数料 0  -  
諸）　延)　過料　市民安全課 0  0  
諸）　貸)　高等学校入学資金貸付金返還金 3  0  
諸）　貸)　高齢者・障害者住宅増改築資金貸付金元利収入 1  -  
諸）　貸)　生活つなぎ資金貸付金返還金 12  8  
諸）　貸)　国民年金任意加入資金貸付金返還金 0  0  
諸）　貸)　災害援護資金貸付金元利収入 0  0  
諸）　雑)　生活保護費弁償金（78条） 586  46  
諸）　雑)　生活保護費返還金収入（160条） 134  38  
諸）　雑)　こども発達センター利用者給食費負担金収入 0  -  
諸）　雑)　生活保護費返還金収入（63条） 119  10  
諸）　雑)　雑入　健康福祉政策課 1  -  
諸）　雑)　雑入　生活支援一課 6  2  
諸）　雑)　雑入　障害福祉課 0  -  
諸）　雑)　雑入　債権管理課 0  -  
諸）　雑)　雑入　住宅政策課 1  -  
諸）　雑)　雑入　教育施設課 9  -  
諸）　雑)　雑入　児童給付担当室 4  -  

小計 1,814 233  
合計 1,814 233  
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１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

平成30年度決算　一般会計

⑦未収金の明細
単位：百万円

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】
第三セクター等 -  -  
その他の貸付金 -  -  

小計 -  -  
【未収金】
税等未収金 710  2  

個人市民税（現年）普徴 411  1  
個人市民税（現年）特徴 65  0  
法人市民税（現年） 12  0  
固定資産税（現年）土地・家屋 159  0  
固定資産税（現年）償却資産 2  0  
軽自動車税（現年） 9  0  
市たばこ税（現年） 0  -  
事業所税（現年） 0  -  
都市計画税（現年） 31  0  
分負)　民)　老)　老人ホーム措置費負担金 0  -  
分負)　民)　児童運営費負担金　保育所 21  -  
分負)　民)　児童運営費負担金　こども発達センター 0  -  

その他の未収金 264  -  
使手)　衛生使用料)　休日土曜日夜間歯科診療収入 0  -  
使手)　衛生使用料)　白井　管理料 3  -  
使手)　土木使用料)　公園使用料 0  -  
使手)　土木使用料)　住宅使用料 4  -  
使手)　土木使用料)　駐車場使用料 0  -  
使手)　衛生手数料)　し尿汲取手数料　人頭制 0  -  
使手)　衛生手数料)　し尿汲取手数料　従量制 0  -  
使手)　衛生手数料)　動物死体処分手数料 0  -  
財産）　土地貸付収入　財産活用課 0  -  
諸）　延)　過料　市民安全課 0  -  
諸）　貸)　高等学校入学資金貸付金返還金 1  -  
諸）　貸)　高齢者・障害者住宅増改築資金貸付金元利収入　介護保険課 0  -  
諸）　貸)　国民年金任意加入資金貸付金返還金　生活支援一課 0  -  
諸）　貸)　災害援護資金貸付金元利収入 2  -  
諸）　雑)　生活保護費弁償金（78条） 107  -  
諸）　雑)　21世紀の森と広場内施設負担金収入 0  -  
諸）　雑)　こども発達センター利用者給食費負担金収入 0  -  
諸）　雑)　生活保護費返還金収入（63条） 135  -  
諸）　雑)　未熟児養育医療費負担金収入 0  -  
諸）　雑)　排水路整備費工事負担金収入 5  -  
諸）　雑)　雑入　交通政策課 1  -  
諸）　雑)　雑入　生活支援一課 1  -  
諸）　雑)　雑入　障害福祉課 0  -  
諸）　雑)　雑入　住宅政策課 1  -  
諸）　雑)　雑入　児童給付担当室 3  -  

小計 974  2  
合計 974  2  
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１．貸借対照表の内容に関する明細
（２）負債項目の明細
①地方債（借入先別）の明細

平成30年度決算　一般会計

単位：百万円

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

一般公共事業 6,056  413  1,522  -  4,358  175  -  -  -  -  

公営住宅建設 1,207  114  -  12  1,195  -  -  -  -  -  

災害復旧 4,842  409  898  2,878  1,067  -  -  -  -  -  

教育・福祉施設 17,367  1,919  96  -  16,871  400  -  -  -  -  

一般単独事業 21,846  2,030  59  856  20,253  678  -  -  -  -  

その他 953  105  567  114  228  44  -  -  -  -  

【特別分】

臨時財政対策債 65,797  4,389  56,779  8,829  188  -  -  -  -  -  

減税補てん債 2,168  505  735  -  -  1,433  -  -  -  -  

退職手当債 -  -  -  -  -  -  -  -  -  

その他 148  108  -  -  148  -  -  -  -  -  

合計 120,384 9,992  60,656  12,689  44,309  2,730  -  -  -  -  

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関
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１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

平成30年度決算　一般会計

②地方債（利率別）の明細
単位：百万円

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下
3.5％超

4.0％以下
4.0％超

（参考）
加重平均

利率

120,384 117,054  2,302  560  86  272  42  69  －

③地方債（返済期間別）の明細
単位：百万円

地方債残高 1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超

5年以内
5年超

10年以内
10年超

15年以内
15年超

20年以内
20年超

120,384 9,992  10,356  11,311  11,981  10,710  44,209  15,704  5,861 260  

④特定の契約条項が付された地方債の概要
単位：百万円

特定の契約条項が
付された地方債残高

- 

契約条項の概要

―
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１．貸借対照表の内容に関する明細
（２）負債項目の明細
⑤引当金の明細

平成30年度決算　一般会計

単位：百万円

目的使用 その他

徴収不能引当金 237 207 210 -  234 

退職手当引当金 18,744  917 1,494  -  18,167  

賞与等引当金 1,565  1,647  1,565  -  1,647  

合計 20,546  2,771  3,270  -  20,048  

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高
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２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

平成30年度決算　一般会計

単位：百万円

区分 名称 相手先 金額 支出目的

計 - 

千葉県後期高齢者医療療養給付費負担金 千葉県後期高齢者医療広域連合 3,661 法令上の義務のため

市立総合医療センター事業負担金 市立総合医療センター 1,844 市立病院事業のため

下水道事業負担金 松戸市下水道事業 1,742 下水道事業のため

民間保育所建設費補助金 社会福祉法人 ピスティスの会 他２法人 763 
社会福祉・生活向上・産業振興の為、または行政協力団体その
他の公共的団体等への補助金等のため

市立東松戸病院事業負担金 松戸市立福祉医療センター東松戸病院 577 市立東松戸病院事業のため

保育施設従事者支援事業補助金
社会福祉法人 さわらび福祉会 他28法人
株式会社 マザーライク 他16社

564 
社会福祉・生活向上・産業振興の為、または行政協力団体その
他の公共的団体等への補助金等のため

放課後児童クラブ運営費補助金
社会福祉法人 小金原福祉会 他6法人
特定非営利活動法人 松戸市学童保育の会 他3法人

536 
社会福祉・生活向上・産業振興の為、または行政協力団体その
他の公共的団体等への補助金等のため

認定こども園整備補助金 認定こども園風の丘 285 
社会福祉・生活向上・産業振興の為、または行政協力団体その
他の公共的団体等への補助金等のため

特別養護老人ホーム施設建設費等補助金 社会福祉法人 草加福祉会 他3法人 183 資本形成または建設改良的内容に属する補助金等のため

社会福祉協議会運営費補助金 社会福祉法人 松戸市社会福祉協議会 176 
社会福祉・生活向上・産業振興の為、または行政協力団体その
他の公共的団体等への補助金等のため

中小企業振興資金利子補給金 中小企業振興資金利子補給金 173 
社会福祉・生活向上・産業振興の為、または行政協力団体その
他の公共的団体等への補助金等のため

地域活動支援センター運営費補助金

福祉作業所 バクの家
公益社団法人 生駒会
医療法人社団 啓心会 岡田病院
ＮＰＯ法人 しあわせポケット 他2法人
社会福祉法人 ウィンクル 他3法人
特定非営利活動法人 千葉精神保健福祉ネット 他7法
人

166 
社会福祉・生活向上・産業振興の為、または行政協力団体その
他の公共的団体等への補助金等のため

民間保育所予備保育士設置補助金 社会福祉法人 東進 他28法人 162 
社会福祉・生活向上・産業振興の為、または行政協力団体その
他の公共的団体等への補助金等のため

その他 2,617 

計 13,448 

合計 13,448 

他団体への公共施設等整備補助金等
（所有外資産分）

その他の補助金等
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３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細

平成30年度決算　一般会計

単位：百万円

会計 区分 金額

69,123  

804  

111  

364  

335  

8,099  

5  

291  

389  

6,718  

49 

2,102  

140  

641  

89,169  

国庫支出金 1,717  

県支出金 85 

小計 1,802  

国庫支出金 28,001  

県支出金 8,921  

小計 36,922  

127,893  

寄附金

財源の内容

一般会計

税収等

地方税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

合計

繰入金

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金
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３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（2）財源情報の明細

平成30年度決算　一般会計

単位：百万円

国県補助金等 地方債 税収等 その他

純行政コスト 128,790  36,922  5,800  74,242  11,826  

有形固定資産等の増加 15,456  1,802  5,260  6,945  1,448  

貸付金・基金等の増加 30,212  -  -  30,212  

その他

合計 174,458  38,724  11,060  111,399  13,275  

区分 金額
内訳
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４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細

平成30年度決算　一般会計

単位：百万円

種類 本年度末残高

現金 -                                                                 

要求払預金 5,885                                                            

合計 5,885                                                            
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